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1. 令和4年12月期第1四半期の連結業績（令和4年1月1日～令和4年3月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

4年12月期第1四半期 8,412 ― 633 ― 705 ― 497 ―

3年12月期第1四半期 7,725 1.0 473 9.5 520 △0.9 365 △13.9

（注）包括利益 4年12月期第1四半期　　1,111百万円 （―％） 3年12月期第1四半期　　1,081百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

4年12月期第1四半期 57.47 ―

3年12月期第1四半期 42.28 ―

※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 令和２年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、令和４年12月期第１四半

期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており、対前年同四半期増減率は記載しておりません。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

4年12月期第1四半期 47,342 30,056 63.2

3年12月期 46,037 29,378 63.5

（参考）自己資本 4年12月期第1四半期 29,918百万円 3年12月期 29,236百万円

※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 令和２年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、令和４年12月期第１四半

期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

3年12月期 ― ― ― 50.00 50.00

4年12月期 ―

4年12月期（予想） ― ― 50.00 50.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3年12月期期末配当金の内訳　　普通配当　45円00銭　　　特別配当　5円00銭

3. 令和4年12月期の連結業績予想（令和4年1月1日～令和4年12月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 33,000 ― 1,550 ― 1,850 ― 1,450 ― 167.56

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 令和２年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、上記の連結業績予想に

ついては、当該会計基準等を適用した後の数値となっており、対前期増減率は記載しておりません。



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

※詳細は、添付資料８ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 4年12月期1Q 9,458,768 株 3年12月期 9,458,768 株

② 期末自己株式数 4年12月期1Q 804,996 株 3年12月期 804,996 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 4年12月期1Q 8,653,772 株 3年12月期1Q 8,648,179 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　業績予想につきましては、発表日現在において入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因によ
り大きく異なる可能性があります。また、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」もご覧
ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当社グループは「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　令和２年３月31日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しております。これにより、当第１四半期連結累計期間と比較対象となる前年同期の収

益認識基準が異なるため、経営成績に関する説明においては、前年同期比増減を記載しておりません。

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響などにより依然として厳し

い状況で推移しました。景気の先行きについては、感染拡大の防止策を講じ、経済社会活動が正常化に向かう中

で、各種政策の効果や海外経済の改善もあって、持ち直していくことが期待されるものの、国内外の感染症の動向

やウクライナ情勢等に加え、供給面での制約、原材料価格の上昇による下振れリスクの高まりなど不透明な状況に

あります。

　このような環境の中、当社グループにおいては令和３年１月から推進している「中期経営計画2023」に基づい

て、既存事業の収益力向上などに努めた結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は84億12百万円（前年同期は77

億25百万円）、営業利益は６億33百万円（前年同期は４億73百万円）、経常利益は７億５百万円（前年同期は５億

20百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は４億97百万円（前年同期は３億65百万円）となりました。

　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

（アグリ）

　肥料の販売数量は前年同期並みに推移したものの、販売価格が原料価格の上昇により値上がりし、売上高は25億

40百万円（前年同期は23億36百万円）となりました。

（化学品）

　水処理薬剤は、販売数量が超高塩基度ポリ塩化アルミニウムの好調な出荷により増加し、売上高は20億44百万円

（前年同期は19億94百万円）となりました。

　機能性材料は、自動車関連セラミック繊維向け高塩基性塩化アルミニウムの販売数量が半導体不足の影響により

減少したものの、スマートフォン向け高純度酸化タンタルの販売数量が増加し、売上高は13億86百万円（前年同期

は12億87百万円）となりました。

　その他化学品の売上高は45百万円（前年同期は45百万円）となりました。

　それらの結果、売上高は34億76百万円（前年同期は33億27百万円）となりました。

（建材）

　石こうボードの販売数量が減少したことに加え、販売価格が下落し、売上高は６億81百万円（前年同期は７億25

百万円）となりました。

（石油）

　燃料油の販売数量が増加したことに加え、販売価格が原油価格の高騰により値上がりし、売上高は６億68百万円

（前年同期は４億58百万円）となりました。

（不動産）

　ショッピングセンターのテナント賃料が減少したことなどにより、売上高は３億32百万円（前年同期は３億55百

万円）となりました。

（運輸）

　内航輸送市場が回復基調にあることや荷役量の増加などにより、売上高は７億12百万円（前年同期は５億22百万

円）となりました。
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（２）財政状態に関する説明

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、473億42百万円（前連結会計年度末比13億５百万円増）となりまし

た。流動資産は、受取手形及び売掛金が３億36百万円、商品及び製品が５億15百万円それぞれ増加しましたが、現

金及び預金が８億41百万円減少したことなどにより、229億35百万円（前連結会計年度末比５億83百万円増）とな

りました。固定資産は、投資有価証券が８億33百万円増加したことなどにより、244億７百万円（前連結会計年度

末比７億21百万円増）となりました。

　負債の部は、支払手形及び買掛金が６億26百万円、賞与引当金が２億７百万円、繰延税金負債が２億55百万円そ

れぞれ増加したことなどにより、172億85百万円（前連結会計年度末比６億26百万円増）となりました。

　純資産の部は、その他有価証券評価差額金が６億16百万円増加したことなどにより、300億56百万円（前連結会

計年度末比６億78百万円増）となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　現時点においては、令和４年２月14日に公表いたしました令和４年12月期の業績予想に変更はございません。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(令和３年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(令和４年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,433 5,591

受取手形及び売掛金 8,963 9,300

電子記録債権 1,893 1,981

有価証券 100 100

商品及び製品 2,285 2,801

仕掛品 242 213

原材料及び貯蔵品 2,216 2,131

その他 227 826

貸倒引当金 △10 △10

流動資産合計 22,352 22,935

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 22,197 22,247

減価償却累計額 △15,203 △15,293

建物及び構築物（純額） 6,994 6,954

機械装置及び運搬具 16,776 16,785

減価償却累計額 △14,949 △15,053

機械装置及び運搬具（純額） 1,827 1,732

工具、器具及び備品 1,481 1,498

減価償却累計額 △1,331 △1,347

工具、器具及び備品（純額） 149 151

土地 6,413 6,413

リース資産 457 457

減価償却累計額 △49 △57

リース資産（純額） 408 400

建設仮勘定 16 39

有形固定資産合計 15,809 15,692

無形固定資産

ソフトウエア 500 487

水道施設利用権等 10 10

ソフトウエア仮勘定 11 1

無形固定資産合計 522 499

投資その他の資産

投資有価証券 7,072 7,906

繰延税金資産 101 115

その他 214 228

貸倒引当金 △35 △35

投資その他の資産合計 7,352 8,215

固定資産合計 23,685 24,407

資産合計 46,037 47,342

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(令和３年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(令和４年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,976 5,603

短期借入金 376 376

１年内返済予定の長期借入金 60 60

リース債務 35 35

未払金 1,964 1,861

未払法人税等 429 239

未払消費税等 112 155

賞与引当金 43 251

その他 597 490

流動負債合計 8,596 9,073

固定負債

長期借入金 455 455

リース債務 413 404

繰延税金負債 698 954

退職給付に係る負債 3,770 3,694

預り保証金 2,539 2,519

その他 185 184

固定負債合計 8,062 8,212

負債合計 16,659 17,285

純資産の部

株主資本

資本金 2,147 2,147

資本剰余金 1,372 1,372

利益剰余金 23,888 23,952

自己株式 △736 △736

株主資本合計 26,672 26,736

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,581 3,197

退職給付に係る調整累計額 △17 △15

その他の包括利益累計額合計 2,563 3,181

非支配株主持分 142 138

純資産合計 29,378 30,056

負債純資産合計 46,037 47,342
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　令和３年１月１日

　至　令和３年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　令和４年１月１日
　至　令和４年３月31日)

売上高 7,725 8,412

売上原価 5,803 6,291

売上総利益 1,921 2,120

販売費及び一般管理費 1,447 1,486

営業利益 473 633

営業外収益

受取利息 1 1

受取配当金 30 34

投資有価証券売却益 4 30

その他 19 15

営業外収益合計 55 81

営業外費用

支払利息 3 3

固定資産除却損 2 4

その他 3 3

営業外費用合計 9 10

経常利益 520 705

特別損失

固定資産除却損 － 14

特別損失合計 － 14

税金等調整前四半期純利益 520 690

法人税、住民税及び事業税 222 240

法人税等調整額 △70 △43

法人税等合計 151 196

四半期純利益 368 493

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
2 △3

親会社株主に帰属する四半期純利益 365 497

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　令和３年１月１日

　至　令和３年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　令和４年１月１日
　至　令和４年３月31日)

四半期純利益 368 493

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 711 616

退職給付に係る調整額 1 1

その他の包括利益合計 713 617

四半期包括利益 1,081 1,111

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,078 1,115

非支配株主に係る四半期包括利益 2 △3

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

- 7 -

多木化学株式会社（4025）　令和４年12月期第１四半期決算短信



（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　令和２年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時

点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。これにより、例え

ば、有償支給取引について、従来は、有償支給した支給品について消滅を認識しておりましたが、支給品を買

い戻す義務を負っている場合、当該支給品の消滅を認識しない方法に変更しております。なお、「収益認識に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　令和２年３月31日）第98項に定める代替的な取

扱いを適用し、商品及び製品の国内の販売において、出荷した時点から当該商品及び製品の支配が顧客に移転

される時点までの期間が通常の期間である場合には、従来通り出荷時点で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当

第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりま

す。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前までに

従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりませ

ん。

この結果、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。また、利益剰余金の当期首残

高への影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　令和元年７月４日。以下「時価算定会計基準」と

いう。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する

会計基準」（企業会計基準第10号　令和元年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定

会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、四半期連結財務

諸表に与える影響はありません。

（追加情報）

（会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症は、経済、企業活動に広範な影響を与えており、当社グループの事業活動にも影

響を及ぼしております。

このような状況が、当連結会計年度中は一定期間継続するものと仮定して、需要を予測した上で固定資産の

減損や繰延税金資産の回収可能性等にかかる会計上の見積りを行った結果、新型コロナウイルス感染症による

重要な影響はないと判断しております。

なお、現在の状況及び入手可能な情報に基づき、合理的と考えられる見積り及び判断を行っておりますが、

新型コロナウイルス感染症の再拡大や収束時期等の見積りには不確実性を伴うため、実際の結果はこれらの見

積りと異なる場合があります。
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